
（注）１ 　公的年金等にかかる確定申告不要制度

（注）２

（注）３

★住民税の申告が必要か確かめてみましょう★

公的年金等の収入金額の合計額が400万円以下で、かつ、公的年金等にかかる雑所得以外の所得金額

が20万円以下の方については、平成23年分以降の所得税の確定申告が不要になりました。ただし、公

的年金等以外の所得がある場合は、住民税の申告が必要です。

「公的年金等にかかる確定申告不要制度」対象者の方で、住民税で各種控除の適用を受ける方は住民

税の申告が必要です。

給与を１か所からのみもらっている方でも、勤務先で年末調整を受けていない場合は、所得税の確定

申告または住民税の申告が必要な場合があります。

１月１日現在、東かがわ市に住ん

でいましたか？
いいえ

前年１月１日から１２月３１日の

間に収入がありましたか？

東かがわ市への住民税の申告は不要です。

（１月１日時点での居住地で確認してください。）

は
い

いいえ

申告の義務はありませんが、次の方は住民税の申

告をしてください。

●国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険

　の加入世帯の方

●税法上の被扶養者以外の方で、所得課税証明書

　等が必要となる方

●税法上の被扶養者で、高等学校就学支援金等の

　申請を予定されている方

次のいずれかに該当しますか？

●２か所以上から給与をもらっている

●給与収入以外に２０万円以上の所得がある

●公的年金等の収入が４００万円を超える

　または公的年金等以外に２０万円以上の所得

　がある（注）１

いいえ

原則、所得税の確定申告が必要です。

所得税がかからない場合など確定申告

をしないときは、住民税の申告が必要

です。

収入は給与または

公的年金等のみですか？

住民税の申告は不要です。　　　　

　　　　（注）２、（注）３

所得税の確定申告を

しない場合は住民税

の申告が必要です。

い
い
え

は
い

は
い

は
い


